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国内73地域
※2011-2023年度

（累計）

海外26カ国
※2011-2023年度

（累計）

国内外の災害支援 1 支援物資の配布

2 避難所運営サポート

3 食事支援（炊き出し）

4 災害VC運営サポート

5 家屋清掃/壁・床剥がし

6 ブルーシート展張

7 情報誌の発行・配達

8 仮設住宅支援

9 写真洗浄

10 支援コーディネート

行政支援11

企業71社
（SEMA）と協働
105か所

147,091食

33か所

3,552件

406件

106,928部

19地域

5,920枚

11か所

2件

共に活動したボランティアの人数 110,402人（延人数）
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避難所の運営研修／災害ボランティアトレーニング／災害VC運営者研修／外国人向け防災／障がい者向け防
災／わが家の災害対応ワークショップ／支援を活かす地域力／災害時の栄養と食／スキルアップ研修 など

研修メニュー例

1,217回実施

防災・減災教育 受講者数

49,733人

災害ボランティア
トレーニング修了者

9,115人

災害への備え（研修や人材育成）
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• 期 間：2024年1月2日〜継続中

• 輪島市 職員15名（現地雇用含む）
• 避難所2ヶ所の運営および環境改善
• 炊き出し等支援の調整 約18万食
• 仮設入浴施設の運営 1ヶ所
• 仮設入居者へ生活家電提供 4400世帯を対象

• 珠洲市 職員6名 + ボランティアのべ1300人
• 在宅避難者への物資配布 70社より約15万点
• 食事の提供 18ヶ所、225回、約13,000食
• 炊き出し等支援の調整 約36万食
• 家屋対応の専門団体の調整 13団体と実施
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※数値は、2024年6月末時点

能登半島地震における支援活動の概要



被災地側で発生する課題

こういった状況を解決するために、支
援調整窓口が予め双方向と調整し、お
繋しています。

民間支援の受け入れと調整機能の構築
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❖ 時期：珠洲市は1月8日から、輪島市は1月15日から開設。実施継続中
❖ 対象：被災地域全体（指定避難所、自主避難所、在宅避難地域、仮設団地など）
❖ 運営：市から依頼を受けて、PBVにて運営協力

被災地に支援がつながるまでの流れ

民間支援の受け入れと調整機能の構築
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1.受付・調整方法
1. Googleフォームを使い作成
2. 申し込みフォームを公開して受付
3. 電話で内容確認、避難所とマッチング
4. 必要に応じて市の公式LINEで告知

2.安全管理・衛生管理
1. PBVが過去の炊き出し支援で使用してい
た資料やフォームをそれぞれの市の管理
栄養士と内容を確認、微修正して作成。

2. 資料やフォームは他市町とも共有

3.情報共有と救助法の活用
1. 行政などの支援関係者へ災害対策本部会
議やクラウド環境を使い情報共有

2. 救助法を活用して民間団体による炊き出
し費用が補助された。

炊き出しの支援調整（民間寄付で実施）

7

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSeF8uF6ij4Wur3xBz3Kf-TtRwuvRSaOTyS7m8SQ2YuNs4fJ2g/viewform?pli=1
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSeF8uF6ij4Wur3xBz3Kf-TtRwuvRSaOTyS7m8SQ2YuNs4fJ2g/viewform?pli=1


1.炊き出し支援
珠洲市ではキッチンカーを使用して、避難所、
道の駅、学校、福祉施設への炊き出し支援を
実施。機動性を活かして支援している。

2.セントラルキッチン方式
被災したデイサービスセンターの調理施設を
お借りし、珠洲市社協と協力して実施した。
セントラルキッチン方式を採用することで効
率化された調理・配膳システムが実現した。

3.調理に関する配慮
被災地での調理経験がある管理栄養士や調理
師が入り、衛生管理や不足しがちな栄養面や
アレルギー等に配慮して実施した。災害救助
法が適用されない学校給食や福祉施設の昼食
も提供した。
（18ヶ所に累計で225回、12,975食の提供）

炊き出し支援とセントラルキッチンの活用
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1.炊き出しだけでなく、物資配布や
相談受付を通じて支援情報を提供
道の駅や公共施設など5箇所を使い、物資配布
のほか行政や民間支援の情報提供、相談受付、
住まいの相談、慰問行事などの場作りを開催
した。情報提供にはデジタルサイネージなど
も活用している。

2.住民同士の交流と情報交換の場
食事の提供だけではなく、テントや椅子、テ
ーブルなどを飲食スペースを設置する事で、
食事をその場で食べて交流が絶えていた近隣
住民との会話の場とした。サロンなどは計64
回実施し、のべ12,167名が参加した。

キッチンカーの活用事例
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キッチンカーの荷台を食品庫として利用。荷室に電子キーが着いたドアをつけ、登録者へ
NFCカードを配布して、24時間いつでも取りにきてもらう新しい取り組み

荷台には水・食品・生活物資などの支援物資が並び、エアコン・冷蔵庫・冷凍庫もある。
自動でライトが点灯し、wifi環境で遠隔監視ができる防犯カメラ・マイクも備えている

キッチンカー×デジタルの活用事例・無人物資配布
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1.災害前からの関係性
PBVでは民間資金の活用や、内閣府・地方自
治体などからの依頼を受け避難所運営、災害
VC運営に関する研修や訓練を自治体や社会福
祉協議会、企業などを対象に実施してきた。
また活動拠点がある2つの自治体と、2つの民
間支援団体と協定を結び、災害前からのネッ
トワーク構築を図っている。

2.災害時の動き
支援者間の情報共有会議にてGADM派遣者に
よる呼びかけに応じ、輪島市の避難所運営に
対してアドバイザーとして職員を派遣した。
後日、輪島市からも支援要請を受けている。
災害対策本部会議や各種調整会議に参加し民
間支援の情報提供のほか、即応事案や法的枠
組みから漏れるニーズに対応した。

自治体との連携体制の重要性
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1.食と栄養の課題解決の為、災害前から準備する
災害時の食と栄養の課題は繰り返し発生しており改善に対する取り組みは急務で
ある。民間ではJVOAD内に設置された「食べる支援プロジェクト」にて現状の
課題を整理した冊子を公開している。災害前から行政と民間団体の連携や災害時
の人員派遣、キッチンカーや調理施設活用などの体制整備が求められている。民
間支援は寄付を財源としており、平時の備えには限界があるため公的な補助の検
討が必要。

2.各機関の機能強化と民間団体との連携を全国規模に拡大する
能登半島地震では内閣府防災担当とJVOADが連携し情報連携を図った事により
官民の協力による支援が進んだ。一方で官民ともに災害対応に関わるノウハウを
持ったプロパー職員は少なく、災害時には人手不足に陥っている。予算を増加さ
せるなど行政機関の機能強化や体制整備とともに、民間団体との連携体制の構築
を全国規模で進めていく必要がある。

課題と改善提案
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